



The Current Situations, Problems of “Machizukuri” and Roles of NPO
at Utsunomiya City and Other Cities in Tochigi Prefecture
北島　　滋・安藤　正知（１）
１．座談の方法的意義再考
１－１．規範パラダイムと解釈パラダイムとの対話
　今回掲載した＜論文＞の形式は、二人による座談の方法を採用している。聞き手と語り
手が＜まちづくり＞という文脈の中で相互に入れ替わりながら＜問い・語り＞という対話
形式で論を展開していく。二人による協働作品化行為である。
　この方法を採用する場合、設定した問題を、対話を通してどのように分析し、分析結果
のリアリティを担保するかということが重要である。これを＜方法的リアリティ＞と規定
しておく。話者の選択を重視するのはリアリティの担保と深く関わるからである。研究者
の多くが採用する分析方法は規範的方法である。筆者は批判的構造分析に依拠する。（２）
課題設定、分析対象の確定、分析対象を分析手続きにより裁断し、裁断された要素を計量
的・質的方法等により規定関係の強弱を摘出し、それに基づいて分類し、規定関係の弱い
あるいは検出されない要素は不必要なものとして捨象し、規定関係のある残された要素を
論理的に再構成する。この結果得られた構成体が認識像である（分析結果）。これら総体を、
ここでは規範的方法と呼ぶ。問題はこの一連の手続き（規範）の結果得られた認識像がリ
アリティを持っているのかどうかである。この研究では認識像にリアリティを方法的に担
保する（方法的リアリティ）ために解釈パラダイムとの＜架橋＞を検討し、それを踏まえ
て＜問い・語り＞を試みたい。
　これに対して解釈パラダイムは、認識対象（＝自己自身の行為を含む）を自ら構成した
（１）	 安藤正知氏は、現在NPO法人宇都宮まちづくり市民工房の理事、更には日光市三依地区の＜ま
ち興し＞で活動中である。また宇都宮市の市民活動を支援する＜まちぴあ＞のセンター長でもあ
る。栃木県内、宇都宮市のNPO、市民活動団体の現状に精通しているばかりでなく、長期にわた
るヨーロッパ生活経験から海外の市民活動にも精通した方である。そのこともあり今回の協働作
品化への参加をお願いした。
（２）	 批判的構造分析は北川隆吉氏が採用した方法である。筆者がその方法に名称をつけ、筆者自身
もそれに依拠している。純粋にその方法で分析した論文に、北島滋・後藤澄江・高木俊之、2002、
行政主導型IT関連産業の創出と大垣コーポラティズム、宇都宮大学国際学部研究論集　第14号。
批判的構造分析に言及した著書については、北島滋、1998、開発と地域変動、東信堂、を参照。
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主観的解釈枠組み（＝準拠枠）に則して対象を理解しようとする手続きである。従って、
認識の客観性は解釈枠組みを自己客観化できる程度に依存する。筆者自身は規範パラダイ
ムとの比較で、この方法をそのように理解するが、解釈パラダイムの論者は、客観化の手
続きそれ自体この方法とは無縁のものである、と主張する。大山氏はこれを方法的無構成
主義と主張する。むしろ主観的解釈枠組みの形成過程、主観的解釈枠組みの構造それ自体
の認識に視点を向ける。一例を挙げれば、運動に従事する者は、自らの行動の妥当性の
可否について解釈枠組みを通して判断（＝解釈）する。自らの生活史を自己解釈するにあ
たっても、その主観的解釈枠組みを通して＜遡及的＞に理解（＝解釈）する。従って話者
は、現実的ダイナミズムを身体的痛みを含めて生き生きと表現する。しかしそこで表現さ
れる＜認識像＞と規範パラダイムで摘出される認識像との間に当然のことながら乖離が生
じる。このことを前提として、方法的に異なる両者の間に＜架橋＞する方法的手続きとし
て次のごとく設定したい。
（１）	対話者の選択において、一方には規範方法を採用する研究者、他方にまちづくりに
従事し、かつ全体を見渡せる位置にいる実務者とした。
（２）	まちづくりに対する相互の視座の違いの自覚（＝確認）。一方は規範パラダイム、
他方は解釈（主観的）パラダイムに依拠していることの自覚。
（３）	相互の視座の違いを・距離を単純に零化するのではなく、一定の距離を保ちつつ反
発・共鳴する部分の明確化。研究者の視座から構成される分析的＜規範的まちづく
り像＞とまちづくりの当事者が構成する＜解釈的まちづくり像＞（＝実践的まちづ
くり像）の比較分析（対話）。
（４）	実務者は、解釈的パラダイムによるまちづくり像の構成に至る過程において、内省
的（＝解釈的）視座からまちづくりの抱える状況規定、構成した＜解釈的まちづく
り像＞（＝目標）実現に至る課題、身体的痛み等を解釈し、話者は、規範的まちづ
くり像との違い、あるいは同一性がどの手続（解釈的）に起因するのかの確認。
（５）	対話を通した比較分析に基づき、規範パラダイムに依拠する話者は、構成された
＜規範的まちづくり像＞（＝分析的まちづくり像）と実務者の構成するそれとの違
い、あるいは同一性がどの手続に（規範的）起因するのかの確認。
（６）	相互の視座・手続の結果得られたまちづくり像、すなわち＜規範的まちづくり像＞
＜解釈的まちづくり像＞を相互に比較し再構成。
（７）	規範パラダイムを採る話者は、実務者の視座、解釈的まちづくり像およびそれを構
成する手続を自らのそれらと比較しつつ可能な要素は分析方法として内部化（＝再
構成）し、方法的リアリティを担保する。
（８）	実務者は、規範的パラダイムによるまちづくり像構成に至る分析過程を自らのそれ
らと比較し、解釈パラダイムに内部化が可能なものを摘出し、＜解釈的まちづくり
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像＞の構成、更には目標（＝まちづくり像）実現に援用する。
　これら内部化が双方において可能になるのであれば、両パラダイム間の＜架橋＞がすべ
てとはいわないにしても実現したことになる。本論文において一部実験的に試みているが、
いまだ＜架橋＞は途上にある。
１－２．規範的パラダイムと解釈パラダイムとの＜架橋＞の試み
　筆者はかって方法的＜架橋＞について部分的に試み、かつ論じたことがある。それは大
山信義、1988、船の職場史、御茶ノ水書房、特に生活史の理論的位置づけとして書かれた「第
Ⅲ部　解説論文」の影響を受けたことにもよる。筆者は当時造船労働者の分析を試みてい
たが、労働現場の臨場感を方法的にどのように分析的に摘出できるかに腐心していたから
である。一つの方法として、1986年に刊行した北島滋、エレクトロニック・サバイバル・
造船のレクチャー、中央法規出版において「座談の方法的意義」（PP.192-194）を論じた。
その後1989年に前記した「船の職場史」の書評で（北島滋、1989、船の職場史、現代社会
学研究２、北海道社会学会）、規範パラダイムと解釈パラダイムの方法的＜架橋＞の可能
性について示唆した。本稿はその延長線上にあるが、今回の論考に至る研究過程をたどる
と以下のごとくになる。
　筆者は1980年代～90年代にかけて産業・労働研究に従事したが（もちろん現在も継続し
ている）、そこでの課題は、＜労働者による労働組合運動が運動量に比して成果が出ない
のはなぜか＞であった。厚木・相模原地区にある電機関連の大手Ａ労組の調査を行う過程
で、これほど多くの組合課題を遂行しているのに組合員の不満が多いのはなぜか。筆者は
インタビュー記録、10年間の組合総会資料等を並べて内容を検討した時、資料の年度を隠
せばどの総会資料もその年度の課題によって多少の違いはあるにしても、ほぼ同じ内容で
構成されていることに気がついた。組合の活動量と組合員要求とのジレンマの狭間で、執
行部は、組合員要求の多様化には組織構造の多機能化への組み替えで、業務量の拡大には
（上部組織への対応、労使交渉等、組合大会、職場会議等々）には業務のスケジュール化、ルー
ティーン化等で対応した。これを組合組織の官僚制化による運動の惰性化（＝空洞化）と
して結論づけた（北島滋、1989、ハイテク下の労働者・労働組合、北川隆吉編「ハイテク
化と東京圏」、青木書店）。この結論に至る過程でデータをどう読み解くかが最大の課題で
あった。筆者は国公労に所属するＵ大学教職員労組の委員長を経験していた。その経験を
＜参与観察＞として置き換えれば、同教職員労組も同じ問題を抱えていたこともあり、上
記の結論に至る読み解きが可能となった。この場合、参与観察で得た生活史的資料をどの
ように客観化するかが課題となる。言い換えれば、客観化の手続き（＝方法）である。筆
者は、「岐路に立つ地域労働運動と労働者・家族」（日本労働社会学会年報、1997年第８号）
において、労使紛争下の労働者・家族をどのような視座・方法から分析すべきかを検討し、
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筆者が参与観察で得たデータ（筆者自身労使紛争を経験しており、その生活史的・心理的
データを有していた）をもとに分析した。参与観察を踏まえ、紛争下の労働者の行為（家
族を含む）への感情移入は確かに容易となり、彼らの行為を理解することの一助になった。
これらの分析を「生活体験を活用した労働組合調査の方法」（フィールド調査“職人芸”の
伝承、日本労働社会学会年報、2000年第11号）としてまとめた。但し今から思えば、ここ
での生活体験を参与観察と読み替えた方が妥当であった。
　これらの論に、北島滋、1998、開発と地域変動、東信堂を加えておきたい。本著では構
造分析の方法で論・分析を展開した。地域変動を分析した第５章の中で、地域住民の意識
分析から次のような指摘をした。「・・・その生き方を選んだ（まちづくり・・筆者注）、
あるいは選ばざるを得なかった地域に根づいて全うしたいという価値意識である。・・・
＜よりよく生き抜く＞ことと＜根づき＞の融合体の思想形成である。これが70年代と80年
代の狭間で、即ち、開発と内発的発展の相克の中で形成された本物の地域づくりの『思想』
である」と結論づけた。この結論は、筆者が北海道で生まれ・育った中で形成された価値
意識・思想・状況認識と無関係ではない。筆者は単なる主観的感情移入ではなく、分析方
法に基づいて分析的認識像を導き出したと考えている。本著を専修大学に学位請求論文
として提出し社会学博士の学位を取得したが、審査報告の中で主査より次の指摘を受けた。
「同氏（北島・・・筆者注）の内部でいまだ整理が不十分で自覚化されていないようにみ
えるが、その地域社会に住む人々の生活や思いを正確にとらえるということと、それをと
らえようとしている分析者（研究者）とのへだたりやかかわりについて今一度検討があっ
てもよいと思われる。さもないと、一方でいわゆる現場（その土地の人）の人の思いに容
易にくみこまれ、自己をそれに同一化する誤ちを、他方で分析者の理念やおもいが、科学
的作業とは無媒介に全面にくりだすといった誤ちにおちいることになろう。…」（審査委
員会、1999、博士論文要旨及び審査報告、専修人文論集、第65号、P.184）この指摘は正
鵠を得ている。対象に安易に自己同一化することを回避する科学的作業こそ本論でいう＜
架橋＞である。筆者はその後の一連の研究において、規範パラダイムの手続きで得られた
資料・分析と主観的データ（解釈的パラダイムによって得られたデータ）とを綿密に照ら
し合わせる以外この迷路から抜け出すことはできないと考えている。その時に重要と考え
る鍵は、参与観察（＝生活から得られたデータ）によるデータの解読である。（３）
２．これまでのNPO活動が注目されるようになった社会的背景
２－１．社会的背景を語るにあたってNPO、市民活動団体をめぐるマクロ状況をどう見るか
北島：まず北島の視座からマクロ状況について要約する形でお話ししたいと思います。
（３）	「座談の方法的意義再考」については北島が書き、その文責はすべて北島にある。
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（１）	市民活動（＝運動）からNPOへ、というのが1980年代から90年代に向けての転換だっ
たと思います。前者は公害反対運動に原点がありますが、そこから市民参加へとい
う多様な市民運動へと展開していきます。その広がりがあったからこそ95年の阪神・
淡路大震災のときに多くの市民団体、ボランティアが支援に駆けつけた。おそらく
このことが起点となり行政との対等な＜共同＞が問題となり、介護保険の認定団体
をめぐって法人格の必要性と相まって1998年のNPO法へと結実した、私は大枠その
ように理解しています。
（２）	2000年代初頭の小泉政権の小さな政府は新自由主義といわれる規制緩和による市場
主導型経済政策です。これは多少の紆余曲折はあるにしても、現在まで一貫して継
続しており、このマクロ状況はNPO、市民活動（団体）に陰に陽に影響を及ぼして
いるように思いますので、ますます市場主導が強まっている現在、NPO・市民活動
を考えるにあたって注目しておく必要があります。
（３）	2009年政権交代による民主党政権は小さな政府（新自由主義）と政府による市場規
制とのコンフリクトを内在させた政権運営、代表的にはTPP参加の可否を見ればよ
いと思います。結果的には分裂し、国民に失望感を残して終焉しました。せっかく
の＜新しい公共＞も雲散霧消です。しかし政治的キャッチフレーズは消滅しました
が、この＜新しい公共＞という考えは、当然1990年代中期以降の市民活動の成長を
見据えて政策ブレーンが提唱したわけですから、現在においても実態として市民活
動は成長し続けており、政治領域での＜新しい公共＞の雲散霧消とは関係なく存在
している。ここは重要です。私は2013年12月の初旬に東京都日野市の＜女性生き生
きチャレンジ協議体＞を訪問した際に、代表の方が「行政を含めたまちづくりに参
加するプレイヤーが相互に対等な関係にある、これが新しい公共です」と述べてい
ましたが、まさに核心をついていて印象的でした。
（４）	安倍政権の政策的特徴は、規制緩和による市場主導を強めるアベノミックス。TPP
は市場規制を外発的に一掃するチャンスと位置づけています。
２－２．安倍政権の政策とNPO、市民活動団体の関連・対応
（１）	注目しておいてほしいのは、道州制導入の問題です。NPO等とは一見無関係に思わ
れますがそうではありません。国と地方（地域）の役割を明確に区分する。国家安
全保障法（NSC）、特定秘密保護法は区分の法的根拠の一つ。敷衍すると、これまで
の国家による地方自治体の直接的コントロールから間接的なそれえと転換すること
です。もちろん2000年の地方分権一括法はその法的根拠ではありますが、国家を鵜
飼の匠に例えれば、道・州、基礎自治体は鵜に例えられます。鵜匠が巧みに鵜の首
に結んだ紐を操りながらアユをとらせる。さてさてアユは国にとって何でしょうね。
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財政支援はもっとも太い紐でしょうが。
（２）	市民生活に着目すれば、国が抱える天文学的財政悪化状況ですから、道・州内の市
民生活は道・州で面倒を見なさいという国からの離婚宣言でもあります。社会保障
改革を見れば一目瞭然、金のかかるものは道・州（県、基礎自治体）にまかせる。
したがって、対応できない自治体に再々度の自治体合併を促すということでしょう。
（３）	これがNPO、市民活動団体をめぐるマクロ状況であるとすれば（但し北島の私見で
すが）、NPO、市民活動団体にとっては活動領域を拡大するチャンスであり、企業
風にいうとビジネスチャンスでもあります。但しそれは危険と紙一重ということに
もなりますが。
北島：安藤さんはこのNPOをめぐる状況についてどのようにお考えですか。
安藤：自分も現在の日本の社会情勢は、NPOや市民活動団体が、社会における明確な役
割を獲得する良い機会だと考えています。＜新たな公共＞との関連で状況認識について述
べてみたいと思います。
　市民（住民）運動からNPOへという流れは、「市民」という言葉に、別の意味が加わっ
ていく変化と捉えることができます。即ち、従来の市民＝都市に住む住人、に加えて、権
利と義務を有する一つの身分としての市民、という概念が浸透した。それは、「公」と「私」
の領域の間に、「共」という領域が広がったことにもつながります。行政への反対運動に
とどまらず、社会を構成する一員としての責任に目覚めた市民が、「共」領域を担うよう
になり、その担い手の一形態がNPOとして現実化したものと考えます。
　したがって、民主党政権時に掲げられた「新たな公共」という政策が、政権交代によっ
て消滅したかに見えたとしても、「共」を担う市民の成長という本質はその歩みを止める
ことはなく、北島先生が指摘されたように、政治とは関係なく脈々と息づいています。今
後もその歩みは止まることはないでしょう。なぜなら、少子化、高齢化で代表されるよう
に、日本は急激に変化しており、「公」と「私」だけではその変化に対応できないことを
私たち自身が実感しているからです。
　その実感の一つが、平成の大合併で明らかになっています。自治体間の合併は、単独で
の存在が困難な状況を打破するためになされるもので、当然組織のスリム化が伴います。
例えば、いままで役場だったところが支所になり、職員の数も減ります。それは行政が提
供するサービスの質と量の低下を意味する、つまり「公」領域の縮小です。高齢化し住民
数が減る、という量的定義（住民の過半数が65歳以上）による限界集落化が、合併による
行政サービスの低下に伴い、質的定義（冠婚葬祭をはじめとする共同体の維持が困難）に
よる限界集落へと変化していきます。それでも人が住んでいることに変わりはないので、
共同体を維持するためには代替サービスを生み出さなければいけません。離れた医療機関
への交通手段を州民（＝住民）同士がボランティアで確保する、あるいは生活交通として
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のバスをNPOが管理運営する、さらには共同出資によりスーパーを経営する、などさま
ざまな活動が始まっています。
　さらに質的な限界集落化は、都市部でも進行しています。既に冠婚葬祭を共同体で行う
ことは少なくなっており、近所付き合いが希薄な都市部での限界集落化は、中山間地での
それよりも一層深刻であると言えます。農山村から都市へと人口流動が起こり、第一次産
業から第二次、そして第三次産業へと経済構造が変化する中で、市民は単なる「都市住民」
でしかありませんでした。そこでは、共助という概念が薄れていく一方でしたが、その結
果、都市での生活は今、大変な危機に直面しています。この危機意識を共有する市民が増
えていることが、NPOや市民活動団体を育てることになり、さらには社会における明確
な役割を獲得する、つまり社会に必要な存在となるのだと思います。
北島：NPO等の市民活動団体をめぐる状況認識では、私も安藤さんのそれに同意します。
２－３．栃木のNPO形成の歴史と現状をどのように考えるか
北島：栃木県のNPO等の市民活動形成の歴史についてこれまであまり触れられてこなかっ
た経緯があります。私は当初から関わっていましたのでこの機会をお借りして述べておき
たいともいます。記録として残しておく意味くらいはあるかもしれません。要約的にお話
しします。
（１）2000年前後の栃木県におけるNPO黎明期
１）	1998年にNPO法が成立したわけですが、資料をほとんど捨ててしまったためおぼつ
かない記憶に頼らざるを得ないのですが、1999年前後からNPO、市民活動の研究会
を月１回程度の割合で私の実習室（宇都宮大学国際学部）で開いていました。メン
バーの中心はとちぎＶネットのＹさん、とちぎ労働福祉事業団のＳさん（現理事長）、
今市市で福祉施設を運営していたひばり会のＨさん（元日光市市会議員）だったと
思います。それに当時作新学院短大教員であった加藤先生、常時出席ではありませ
んでしたが、野鳥の会のＳさん等々、栃木の市民活動の草分け的な方々でした。も
ちろん若かったのでエネルギッシュでした。それに引っ張られて私も随分と勉強さ
せられました。その関係で、1989年に事業団のＳさん、当時農学部教授春日先生か
ら依頼されて、私は中小企業団体中央会の「活路開拓ビジョン」（新しい事業分野進
出のマーケティング調査）の調査を実施しました。1991年に成果を発表しましたが、
その成果を踏まえて、とちぎ労働福祉事業団は後に福祉分野に進出し大きな成果を
生み出しました。
２）	研究会での議論の一つの帰結として、NPO立ち上げの初期段階でしたので、NPO
立ち上げを支援する中間支援団体が必要ではないかということになり、2000年１月
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とちぎNPOセンターを華々しく立ち上げました。記者も呼んで宣伝をいたしました。
ただし、このときはNPOの法人格を取りませんでした。いずれ取得しようとは考え
たのですが。資産として、各団体等から多少の寄付収入があったのですが、センター
の独自事業による自己収入の目途が立たなかったため、任意団体のままに放置して
しまいました。センター代表の私の責任ですね。それともう一つの理由として、と
ちぎＶネットの中間支援機能と重なったということもありました。加えて大学での
私の仕事が多忙を極め、手が回らくなった、そして他の方々も忙しくてセンターの
運営にエネルギーを割けなかったということもありました。センター事業で形になっ
たものは、作新学院女子短大の加藤先生と私とで書いた「福祉オンブズマン・シス
テムに関する研究」を刊行したことでしょうか（手書きの草案は手元にありますが、
残念ながら実物が残っていない）。けっこう反響を呼びました。作為的に新聞に載せ
ていただいたということもあります。
３）	2000年４月からだと思いますが、Ｓさん、Ｙさん、Ｈさん、そして私を含めた４人
で宇都宮大学の教養の授業で特殊講義を立ち上げ、NPO活動、そして今で言うソー
シャルビジネス（当時はそのような概念は一般化していませんでしたが）のオムニ
バス形式の授業を実施しました。４年間継続したと思います。受講生も多かったと
思います。今から考えると先駆的試みでした。
（２）NPO活動の現状をどのように考えるか
北島：栃木県内、宇都宮市のNPO等の市民活動の現状についてどのように認識している
のかについて私なりに述べてみたいと思います。
１）黎明期と比べると現在は579のNPO数（2014年１月時点、当時から見ると驚くほど
の数ですが）、そしてその中身も多様であり、栃木県のNPO、市民活動は当然のこ
とですが発展したと思います。
２）一部企業も＜広義のまちづくり＞のアクターに参加し、市民、NPO、市民活動団体（自
治会を含む）、企業、行政等のまちづくりのアクターが多様化したことです。
３）まちぴあ（宇都宮市市民活動支援センター）、ぽ・ぽ・ら（栃木県市民活動支援セン
ター）における各活動団体の概要を見る限り、それぞれがミッションに基づき積極
的に活動している実態が見えます。
４）各NPOの財政状況がどうなっているのかはよく見えませんが、法制度的にはエンジェ
ル税制が整備・拡充されました。法整備のプラスの影響を受けているNPOは579の
内どの程度あるかはわかりませんが、多少とも寄付等がしやすくなったのではない
かと思いますし、そのプラスの影響が出ているのかなと思います。後で安藤センター
長さんにNPOの財政状況について教えてほしいと思います。
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５）NPO、市民活動団体の大きな成果は、＜市民共同＞のレベルから＜市民協働＞とい
う考えを導入し、日本の社会に定着させたことだと思います。レスター・サラモン
等々の方は私も読んでいるのですが、「協働」概念は1977年インディアナ大学政治学
教授のVincent	OstromのComparing	Urban	Service	Delivery	Systemsで使用した概
念のようです。原語がCo-productionですから、一時（2000年代初頭）、＜共創＞が
使われたのがよくわかります。どなたかが市民協働と訳し直して定着したのはNPO、
市民活動団体の圧倒的な活動の蓄積と力があったからだと思います。＜共同＞（Co-
operation）にはまちづくりアクターが目的を実現するために共に行動する。協働は
共に創るということですから大変自発性・創造性が前面に出ている言葉だと思います。
６）この市民協働が現段階において全国の自治体の組織に名称は異なりますが、市民協
働課、地域課等のNPO、市民活動団体への対応組織、そして「まちぴあ」のよう
にそれらの組織と関連して市民活動支援組織（中間支援団体機能を併せ持つ）がつ
くられたことです。これも大きな成果です。加えてまちづくり条例、情報開示条例、
そして市民協働指針も県内は言うに及ばず全国的につくられたことです。これも大
きな成果です。
安藤：私なりの行政との関わりにおける市民協働のまちづくりについてお話ししたいと思
います。
　宇都宮市は、2000年にNPOやボランティアを支援する拠点として、宇都宮市民活動サ
ポートセンター（サポセン）を設立しました。同時に、宇都宮市市民活動助成金事業、宇
都宮市ボランティア保険事業を開始し、市内のNPOやボランティア活動を支援する仕組
みを整備しました。サポセンはその後2002年に、宇都宮市民活動サポートセンター運営会
議が運営を受託して官設民営のセンターとして再出発しました。
　この時期にNPOを支援する組織＝中間支援の必要性を認識して、宇都宮市の動きにさ
きがけて2000年１月にとちぎNPOセンターを立ち上げたのは、非常に先見の明があった
と思います。私自身はサポセンが民営化した直後の2003年３月から臨時職員としてサポセ
ンに関わるようになりました。ちょうど社会人学生として北島先生のもとで修論に取り掛
かった時期で、先生のお話に出てくるお名前は、先駆的存在として遠くで聞いていたよう
に記憶しています。
　これ以降、栃木県だけでなく全国で次々に、官設の中間支援センターが作られていきま
した。日本NPOセンターのHPにあるNPO支援センター一覧には、2014年１月時点で全国
で401の中間支援センター（市民活動団体やNPOなどを支援するセンターの総称）が掲載
されています。これらを設置主体ごとに分類すると、94センターは民間が設置したもの、
12が社会福祉協議会、295が自治体となっています。自治体が設置したセンターの多くは、
「協働のまちづくり」あるいは「市民主体のまちづくり」の実現を目指して、NPOやボラ
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ンティア等の市民活動団体および市民への支援を目的としており、宇都宮市市民活動サ
ポートセンターもその一つでした。
　余談ですが、先日かながわ県民活動サポートセンター（1996（Ｈ８）年４月20日開設）
の設立に携わった方のお話を聞く機会がありました。ほとんどの官設中間支援組織が、情
報の受発信、場所機材の提供、活動しやすい環境づくりという機能を有していますが、か
ながわ県民活動サポートセンターをひな形として、各所で作られていったようです。
北島：神奈川県は市民活動の先進県として全国から注目されていましたから、安藤さんの
お話は納得がいきます。それと先ほどおたずねしたNPOの財政状況の件ですが。
安藤：現在、全国のNPO法人数は、48,735法人（2014年１月31日現在　内閣府HPより）、
わが栃木県では、NPO法人は579法人（2014年１月21日現在　栃木県HPより）となってお
り、右肩上がりのカーブがここ数年で緩やかになったとはいえ、法人数は年々増加してき
ました。一方で、解散した法人が90ある点が課題です。多くの法人が設立されてきたものの、
財政的に厳しい運営を強いられている法人が多いことが、解散の一因と考えられるからで
す。栃木県内の全NPO法人を対象とした財政規模に関するデータはありませんが、2013
年にとちぎボランティアNPOセンターが法人支出額（N=217）をまとめたものがあります。
それによると、年間支出額が、０～100万円未満の団体が62団体（28.6％）、100万円～500
万円未満が44団体（20.3％）、500万円～1,000万円未満が28団体（12.9％）、1,000万円以上
が71団体（32.7％）、無回答12団体となっており、支出規模が100万円未満のNPO法人が約
３割あることがわかります。さらに、任意団体であるボランティアグループは、その実態
を把握できないものの、ほとんどが100万円未満の財政規模ではないかと思います。
　こうした、運営基盤が脆いNPO法人やボランティアグループを支える上で、中間支援
センターが一定の役割を果たしてきたのではないかと、センター運営に多少なりとも携
わってきた身としては考えています。
　さて、話を宇都宮市の事例に戻しますと、前述のサポセンは2012年１月に宇都宮市まち
づくりセンターに統合される形で閉じました。支援の対象が市民活動からまちづくり活動
へ移行した要因として、市民主体のまちづくりの必要性がより一層高まり、多様な主体が
まちづくりに積極的に関わること、さらには主体間の連携が望まれるようになったことが
挙げられます。
　従来、まちづくり、地域づくりは行政にお任せでした（市民は都市に住む人々でいられ
た）。しかし、今の社会が直面する課題は、いわゆるまちづくりのプロである行政でも単
体での解決に限界を感じるほど、多様かつ複雑に絡まり合いながら同時発生しています。
そこで、自治体は「協働のまちづくり」を掲げて、市民が主体的にまちづくりに関わる必
要性を訴えるようになりました。ここでいう市民、つまり協働のパートナーは、権利と義
務を意識した一つの身分としての市民であり、その集合体としてNPOやボランティアな
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どの市民活動団体になります。そして、行政はその市民活動団体を支援する拠点として、
市民活動支援センターを次々に立ち上げていきました。その流れでは、協働という言葉を
多用するようになったのは、NPO側というよりは行政からの仕掛けであったと認識して
います。
北島：当初の「共同」から「共創」を挟んで「協働」に至る過程が、私は市民活動の蓄積
の結果と認識していたのですが、つまり市民運動側が仕掛けたと考えたのですが、安藤さ
んはそうではなくて行政側が仕掛けたと認識しています。この相違は検証する必要があり
ますね。
３．我が国におけるNPO活動の今後の役割と課題
３－１．我が国におけるNPO活動の今後の役割
北島：次にNPO活動の役割について検討してみたいと思います。私はNPOの役割につい
て次のように考えています。要点列挙的に述べますと
（１）	NPOの数が579にもなれば、それぞれのNPOがミッション通りに活動しているのか、
その活動を公開しているのか等検証する必要があります。これは黎明期から議論さ
れていたことですし、県内の青年会議所（佐野市）の若手経営者の間でも議論され
ていました。＜NPO活動を検証するNPO＞が現在定着しているのか、放置されてい
るのかです。加藤先生と私とで書いた「福祉オンブズマン・システムに関する研究」
はそのことを問題にしていました。NPO黎明期は法人格取得の多くが介護保険の関
係もあり福祉活動団体であったからです。
（２）	NPOはミッションに基づいて活動するので、相互の連携が難しいということは当初
から言われていました。県内NPOの協議会を組織しようという運動もありました。
現在50団体ほどが加入している協議会があるようですが。おそらく今後必要度合い
が大きくなると考えます。まちぴあ、ぽ・ぽ・らがその代替機能を担っているのか
もしれませんが、それでよいのかどうか。この問題は後で述べるNPOをめぐるマク
ロな状況の変化と深く関係しているのではないかと思います。
安藤：NPO法人は、淘汰の時代に入っています。NPO法は「団体自らが、情報をできる
だけ公開することによって市民の信頼を得て、市民によって育てられるべき」との考えが
根底にあります。法人格を取得＝信頼性確保、ではないことを法人が自覚してきました。
とちぎコミュニティ基金のように、積極的に団体情報を公開するデータベースを構築する
組織も現れています。コミュニティ基金は「支援（指導）することはできないが、共に伸
びていくことはできる」という立場で活動しています。それは、まちぴあも同じことで、
NPOの現状を自らが体験しながら、共に伸びていく姿勢が大切だと思います。
北島：黎明期では法人格の取得が社会的信頼性の確保でしたが、安藤さんが言うように法
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人格取得はスタートであって、現在は活動内容の情報公開の時代にはいっているというこ
とでしょう。
３－２．NPO活動の課題
北島：次にNPO活動の課題について述べてみたいと思います。
　現在のように多くのNPO、市民活動団体が多様な分野でそれぞれのミッションを実現
すべく活動しています。素晴らしいことだと思うのですが、それぞれの成果がどのような
全体的な社会像（＝コミュニティ像）に結びつくのかです。例えば高度福祉型社会とか。
各NPO等がそれぞれのミッションを実現すれば予定調和的に＜市民が望む生活＞、すな
わちそれなりに豊かなコミュニティを創り出すことができるのか。私も経験したことです
が、NPOはそのようなことを考える余裕がないということは理解できるのですが。コミュ
ニティで唯一そのような社会像を提示しているのが行政であり、総合計画です。NPO等
はそれを意識してその社会像を実現すべく活動しているのか、全く意識していないのか、
あるいは自分たちが理想とする社会像を持って活動しようとするのか、それによって形作
られるコミュニティはかなり違ってくると思います。少なくとも行政は意識しています。
　ところでここで＜市民が望む生活＞を個々人に関わることですから定義することは困難
ですが、あえて定義をすれば、広義の意味で人権が保障され、憲法25条に記載されている
正常な市民生活（衣・食・住・健康・文化・環境・収入等）が維持できる資源を最小限確
保ができるコミュニティの形成ということにしておきましょう。
安藤：NPOが想定する＜コミュニティ像＞について述べる前に、NPOが抱えている組織
運営の課題についてお話ししたいと思います。
　NPO（法人格の有無を問わず）は、取り組むべき課題を明確にした上で、その課題解
決を実現するために活動する組織です。したがって課題が解決されたと判断された段階で、
組織の存在意義はなくなるわけですが、直面する社会課題はそれほど単純ではありません。
したがって、どのような過程を経て課題解決を図るのか、というシナリオが必要となりま
す。そのシナリオを５年単位とするのか、10年単位とするのか、は各団体が決めることで
すが、いずれにしても中長期の視点から団体の活動内容を、ミッションの到達点を策定す
ることになります。直面する課題への取り組みに注力することはとても大切ですが、その
先にどんな社会を見ているのか、そこに到達するための道程をどう築いているのか、といっ
たマネジメントが求められています。それが、組織として継続的に活動することの条件と
言えます。そこから必要な資源（ヒト、モノ、カネ、情報・・・）を入手する方法を議論
していくことです。
北島：確かにNPOの組織運営（マネジメント）がきちんとしていないとミッションの実
現はおぼつかないでしょう。
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　各団体が「その先にどんな社会を見ているのか」について多少言及すれば、
（１）	NPO・市民活動団体が目標を実現する過程で自らを変えていくダイナミズム（マネ
ジメント）を必要としますし、現にそのような団体は現に存在します。
（２）	ミッションを達成した後も、新たな課題（目標）を自ら創り出していく、そのよう
な持続性が重要です。
（３）	アベノミックスで言及しましたが、道州制導入による（あるいはそれに近いシステ
ム）国の自治体への政策的関与が限定されて来れば（安全保障、外交等）、市民生活
に関わる道・州・基礎自治体の役割の比重が大きくなります。農業分野（減反廃止等）、
社会保障分野で既に現れています。とすればNPO、市民活動団体の活動領域が拡大
することが予測されます。そうであれば、NPO、市民活動団体と行政の関係が改め
て問われることになります。それは次のように述べることができると思います。
　自治体による政策のNPO等による代替の強化・拡充（政策に受託等）と関連します。
NPO等にとっては財源的には多少とも豊かになり、人材の調達も可能になります。しか
し逆にそのことが、結果としてNPO、市民活動団体が地域権力構造の一翼に組み込まれ
ることになります。新しい公共の担い手であってもこの権力構造と無縁ではいられません。
2004年に宇都宮市市民協働指針がつくられたのですが、その時の議事録を読みますと、公
共概念をめぐって行政側の回答で、総合計画を実現していく活動が＜公共＞ですと答えて
います。計画策定の合法性に由来するからでしょう。
安藤：いま言われたことと関連して、社会におけるNPOの役割についてお話ししたいと
思います。
　先ほど、日本を取り巻く社会情勢は、NPOボランティアにとって社会における役割を
確固たるものにする上でチャンスであると述べました。それは以下の理由によります。道
州制を見据えた地方分権の推進は、一方で自治体の合併という道を歩むことになります。
合併は当然組織の効率化を含むことになり、それによって今までと同様の行政サービスを
受けられない地域が出現します。行政はその解決策としてコンパクトシティを提唱します
が、その実現は一朝一夕では不可能で、数十年後に仮に実現できたとしても過渡期にお
ける「取り残される地域」を支えることが必要となります。行政サービスが従来のよう
には及ばない地域にも人々は住み続けるでしょうから、そこを担うのがNPOの役割であ
り、新たな公と言える分野です。ここを目指すNPOは、組織として継続的に活動する（数
十年というスパンが少なくとも求められる）わけで、中長期的視点からの組織運営が必要
となります。行政の代替機能や下請け的受託では機能せず、地域経営の能力が求められる
からです。それはNPOにとってチャンスでもあり、存在価値が問われる試練とも言えます。
それは外に対してNPOがどんな責任を果たし、どのような影響力を与えることができる
のか、ということになります。
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北島：そのことからすれば、NPO・市民活動団体は組織それ自体のマネジメント能力、
専門性、さらには地域経営能力が問われてきますね。先ほど述べた実現すべき社会像（コ
ミュニティ・ヴィジョン）を行政がつくったそれに一任しておいてよいのか。もちろん現
行の策定方法であれば、市民参加でつくりましたという行政側からの反論が出てくるとは
思いますが。現在の策定委員の属性、策定の方法を見てどのように考えるかです。原案は
事務局がつくり、それに委員が意見を述べ、一部修正して成案をつくるというやり方です。
やはりNPO等は積極的に行政に働きかけ、協働でヴィジョンを策定すべき時期に来てい
るのではないでしょうか。
　ヴィジョン策定に参画するのであるとすれば、前記したNPO、市民活動団体、企業等
によるコミュニティ形成のアクターによる何らかの協議の場（協議体）が必要になってく
る。つまりばらばらのコミュニティ像の緩やかな統合像の形成へと動く必要があるのでは
ないのか。そのためには協議体の形成が不可欠であり、その組織は当然総合計画策定の発
言権を確保する要求をすべきでしょう。と同時に、まちづくりに対する責任を自ら明確に
すべきでしょう。「まちぴあ」はこのような今後の事態とどのように向き合うのか。お教
えいただければと思います。
　そこまで進めば、広義のまちづくりを推進するNPO、市民活動団体、経営者団体、行
政によるコミュニティ・コーパラティズム（協働体）の形成へと動いてもよい。とすれば、
NPO、市民活動団体はコミュニティ・パワー・ストラクチュア（地域権力構造）の構成
主体になる。もはや以前のNPO、市民活動団体の位置とは異なります。この可能性を含
んだ事態を想定しておく必要があります。なぜなら広域となった基礎自治体内において地
域自治区の形成が進捗する可能性があり（例えば栃木市等）、自治区とコーポラティズム
は＜まちづくり＞において場合によっては正負の連接をするからです。しかしまたNPO
等がますます活躍する場が増えるということにもなります。
４．まちぴあの役割と期待
北島：宇都宮まちづくり市民工房が指定管理者（公設民営）としてまちぴあを管理運営し
ています。私もどのような事業を実施しているのかよくわからなかったのが正直なところ
です。相談、連携・交流、情報提供、人材育成、調査研究、活動場所の提供です。私ども
がかってつくった「とちぎNPOセンター」機能と類似しています。中間支援センターと
言い換えてよいと思います。先ほど述べたように、市民協働の結節点になるわけです。た
だ市民協働もすべてが協働というわけにはいきません。対立、対抗も協働の一つです。ま
ちぴあが連携するNPO、市民活動団体等がコミュニティ・コーポラティズムの一翼を担
うのであれば、まちぴあの位置づけをどのように考えるか、少し検討する必要があります。
選択肢としては
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（１）	公設民営ということとは関係なく、これまでのようにまちづくり市民工房のミッショ
ンに即して相談、連携・交流、情報提供、人材育成、調査研究、活動場所の提供機
能に徹する。
（２）	公設民営の指定管理者という立場ですから、市のコミュニティ・ヴィジョンの範囲
で相談、連携・交流、情報提供、人材育成、調査研究、活動場所の提供機能を進める。
（３）	市民協働をより推進すべく、まちぴあに集まるNPO、市民活動団体に呼びかけ、コ
ミュ二ティ・ヴィジョン策定のために検討の場としてまちぴあを民設民営のNPOセ
ンターに再編する。
（４）	今後の国と自治体の枠組みの再編を射程に据えれば、基礎自治体である宇都宮市の
行政施策をNPO、市民活動団体が代替する可能性が大きいのであるから、NPO等へ
の選択的財政支援機能（ファンド）を設ける必要性が出てくるのではないか。
　そうであるが故に、コミュニティ・ヴィジョン策定への参画とヴィジョン実現主体の育
成・陶冶（マネジメント能力、人材育成、施策の企画立案能力）、NPO活動評価の第三者
機関の設置等々の条件を整える。そうすればコミュニティ・コーポラティズムの一翼を担
うことも可能でしょう。
安藤：いまお話があったことと関わって地域経営の新しい動きについて述べたいと思いま
す。
　地域経営には当然、コミュニティ・ヴィジョンが必要となります。さきほどお話があっ
た「実現すべき社会像：コミュニティ・ヴィジョンを行政がつくったそれに一任してよい
のか」という点、現在宇都宮では、地域組織自体が地域ヴィジョンを策定する動きが活発
化しています。地域によって温度差はあっても、自らの地域をこうしたい、と住民同士が
議論しあうことはとても大切です。問題は、残念ながらこの地域ヴィジョン策定にNPO
はほとんど関わっていないことです。それは多くのNPOが地域に根差していない（意識
はあっても）ことに由来するのかもしれません。つまり地域ヴィジョンを策定するメン
バーの一員として地域のNPOが認知されていない。川北氏（人と組織と地球のための国
際研究所　代表）の言葉を借りれば「地域や社会に求められること（ニーズ）をしていない。
これからのNPOには地域経営の能力が求められるという話をしたが、テーマ型組織であっ
ても、地域の一員として価値を認知される必要がある」ということです。それは先生のおっ
しゃる、「NPOがコミュニティ・パワー・ストラクチュア（地域権力構造）の構成主体に
なる」ことと同じではないかと私は考えています。組織運営の能力を身に付け、社会課題
を解決するために活動する、そして地域社会のおける明確な役割を獲得し、その先にある
社会像を地域社会の構成主体の一員として協議の場（協議体）に参画する、そんなNPO
がこれから増えていくことは十分想定されることだと思います。
　では、まちづくりセンターはそこでどのような機能を果たすべきか。まちづくりセンター
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は行政が作った組織ですが、その機能は①地域づくりを担うさまざまな組織の運営を支援
すること、②地域社会の一員として「活動の先にある社会を意識する」過程を支援するこ
と、と考えます。理想的には、協議体によるコミュニティ像の緩やかな統合への道を共に
歩むことでしょうか。
　さて、先ほど個々の地域で地域ヴィジョン作成に取り組んでいると話しました。つまり
地域が個々の最適化を図っているわけです。でも個々の最適化の総和が宇都宮市全体の最
適化とイコールとは限りません。全体を見た上で調整する機能は従来、行政と市議会が担っ
てきたものです。では、NPOはそこに関わらなくてもいいのか、地域の構成主体とはなっ
ても、より広域な、市、県、そして国の将来像は行政や国任せでいいのか、というと私は
そうは思いません。北島先生から、まちぴあの位置づけとして４つの方向性が示されまし
た。私は、市域のヴィジョンに関わる立場では、２がまちぴあの位置づけであり、それが
官設センターであるまちぴあの限界だと考えます。より広域なコミュニティ・ヴィジョン
策定に関わることは、まちぴあという組織では難しいということです。そこに必要なのは、
行政の枠に捉われないNPOセンターの存在です。先ほど私は、市民協働を行政側からの
仕掛けという流れで説明しました。それは官設の中間支援センターを設立していく過程に
おいての話です。そしてその限界が上記まちぴあの限界と言えます。NPOボランティア
グループのすそ野を広げ、多様な主体の出会いと連携を創出する、という役割を官設セン
ターは果たしてきました。ですが、これからの地域社会、そして日本の将来像を描き、実
践するには、今以上に市民からの協働の仕掛けが必要であり、そのためには市民が立ち上
げたNPOセンターが必要だと感じています。
北島：私は安藤さんの主張、そして市民によるヴィジョン策定が進んでいるというお話を
聞いて、まさに社会（＝共助）が創られているという認識を得ました。まちぴあの限界を
突破する市民が立ち上げたNPOセンターの創設を射程に入れている、というのがよくわ
かりました。もっと意見を交換し、理解を深め、課題をよりクリアにしたいところですが、
紙幅の関係もありまた次の機会にしたいと思います。
